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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第２部門第４区分
【発行日】平成21年4月16日(2009.4.16)

【公表番号】特表2008-531353(P2008-531353A)
【公表日】平成20年8月14日(2008.8.14)
【年通号数】公開・登録公報2008-032
【出願番号】特願2007-558222(P2007-558222)
【国際特許分類】
   Ｂ３２Ｂ  27/36     (2006.01)
   Ｂ３２Ｂ  27/34     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  67/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  69/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｌ  77/00     (2006.01)
   Ｃ０８Ｊ   3/20     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｂ３２Ｂ  27/36    ＺＡＢ　
   Ｂ３２Ｂ  27/34    　　　　
   Ｃ０８Ｌ  67/00    　　　　
   Ｃ０８Ｌ  69/00    　　　　
   Ｃ０８Ｌ  77/00    　　　　
   Ｃ０８Ｊ   3/20    ＣＦＤＺ
   Ｃ０８Ｊ   3/20    ＣＦＧ　

【手続補正書】
【提出日】平成21年2月27日(2009.2.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンド
から選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分を、第１成分のＴｇ＋１
００℃～第１成分のＴｇ＋３００℃の温度に加熱し；
（ｉｉ）コポリアミド又は少なくとも２種のポリアミドのアミド交換均質ブレンドを含む
第２成分を、第２成分のＴｇ＋１００℃～第２成分のＴｇ＋３００℃の温度に加熱し；
（ｉｉｉ）第１成分及び第２成分を別個の層に有する造形品を形成し；
（ｉｖ）スクラップ第１成分及びスクラップ第２成分を回収し；
（ｖ）スクラップ第１成分及びスクラップ第２成分を粉砕して、リグラインドを生成し；
（ｖｉ）場合によっては前記リグラインドを乾燥させ；そして
（ｖｉｉ）前記リグラインドを工程（ｉ）の第１成分、工程（ｉｉ）の第２成分又はそれ
らの組合せと合する
ことを含んでなり、工程（ｉｉ）の第２成分と工程（ｉ）の第１成分の屈折率の差［ＲＩ
（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］が０．００６～－０．０００６であり、且つブレンド
が少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する多層造
形品の形成方法。
【請求項２】
　前記造形品がシート、フィルム、チューブ、ボトル又はプレフォームであり、そして前
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記の形成を、押出、カレンダリング、熱成形、ブロー成形、押出ブロー成形、射出成形、
圧縮成形、キャスト、ドラフト、幅出し又はフリーブロー成形によって行う請求項１に記
載の方法。
【請求項３】
　工程（ｉ）の前記の少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが（ａ）総二酸残基に基づき、
少なくとも８０モル％の、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸及び１
，４－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれた少なくとも１種のジカルボン酸の残基並
びに０～２０モル％の、少なくとも１種の炭素数２～２０の改質用ジカルボン酸の残基を
含む二酸残基並びに（ｂ）ジオール残基の総モルに基づき、少なくとも８０モル％の、エ
チレングリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、ジ
エチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール及び２，２，
４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールから選ばれた少なくとも１種のジ
オールの残基並びに０～２０モル％の、少なくとも１種の炭素数３～１６の改質用ジオー
ルの残基を含むジオール残基を含むポリエステルを含む請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　工程（ｉｉ）の前記第２成分がｍ－キシリレンジアミン、ｐ－キシリレンジアミン又は
それらの組合せの残基；並びにテレフタル酸、イソフタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、
スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、カプロラクタ
ム、ブチロラクタム、１１－アミノ－ウンデカン二酸及び１，６－ヘキサメチレンジアミ
ンから選ばれた少なくとも１種のモノマーの残基を含むコポリアミドを含む請求項１に記
載の方法。
【請求項５】
　前記均質ブレンドがｍ－キシリレンジアミン及びアジピン酸の残基を含む第１ポリアミ
ドを含み、且つアジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウン
デカン二酸、ドデカン二酸、カプロラクタム、ブチロラクタム、１１－アミノウンデカン
二酸及びヘキサメチレンジアミンから選ばれた少なくとも１種の脂肪族又は脂環式モノマ
ーの残基を含む第２ポリアミドを含む請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　前記の少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが前記ポリエステルとビスフェノールＡの残
基を含むポリカーボネートとの均質ブレンドを更に含む請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　前記第２成分が１０～５００重量百万分率の銅、ニッケル、コバルト、鉄、マンガン及
びそれらの組合せから選ばれる少なくとも１種の金属を更に含む請求項１～６のいずれか
１項に記載の方法。
【請求項８】
　（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質ブレンド
から選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１層並びに
（ｉｉ）コポリアミド又は少なくとも２種のポリアミドのアミド交換均質ブレンドを含む
第２層
を含んでなり、前記第２層（ii）と前記第１層（ｉ）の屈折率の差［ＲＩ（第２層）－Ｒ
Ｉ（第１層）］が０．００６～－０．０００６であり、そして少なくとも７５％のパーセ
ント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する多層造形品。
【請求項９】
　前記層（ii）のブレンドが前記２つのポリアミドを、２９０～３４０℃の温度で接触さ
せることによって形成する請求項８に記載の造形品。
【請求項１０】
　２～７層を有し、そして、押出、カレンダリング、熱成形、ブロー成形、押出ブロー成
形、射出成形、圧縮成形、キャスト、ドラフト、幅出し又はフリーブロー成形によって製
造される請求項８に記載の造形品。
【請求項１１】
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　シート、フィルム、チューブ、ボトル又はプレフォームである請求項１０に記載の造形
品。
【請求項１２】
　前記の少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが（ａ）総二酸残基に基づき、少なくとも８
０モル％の、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸及び１，４－シクロ
ヘキサンジカルボン酸から選ばれた少なくとも１種のジカルボン酸の残基並びに０～２０
モル％の、少なくとも１種の炭素数２～２０の改質用ジカルボン酸の残基を含む二酸残基
並びに（ｂ）ジオール残基の総モルに基づき、少なくとも８０モル％の、エチレングリコ
ール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、ジエチレングリ
コール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール及び２，２，４，４－テト
ラメチル－１，３－シクロブタンジオールから選ばれた少なくとも１種のジオールの残基
並びに０～２０モル％の、少なくとも１種の炭素数３～１６の改質用ジオールの残基を含
むジオール残基を含んでなるポリエステルを含む請求項８に記載の造形品。
【請求項１３】
　前記二酸残基がテレフタル酸、イソフタル酸又はそれらの組合せから選ばれた１種又は
それ以上のジカルボン酸の残基を含み、且つ前記ジオール残基が１，４－シクロヘキサン
ジメタノール、ネオペンチルグリコール、エチレングリコール及びそれらの組合せから選
ばれた１種又はそれ以上のジオールの残基を含む請求項１２に記載の造形品。
【請求項１４】
　前記二酸残基が６０～１００モル％のテレフタル酸残基及び０～４０モル％のイソフタ
ル酸残基を含み且つ前記ジオール残基が１００モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノ
ール残基を含む請求項１２に記載の造形品。
【請求項１５】
　前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸残基を含む請求項１２に記載の造形品。
【請求項１６】
　前記二酸残基が８０～１００モル％のテレフタル酸残基を含み且つ前記ジオール残基が
５０～９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び１０～５０モル％のネ
オペンチルグリコール残基を含む請求項１２に記載の造形品。
【請求項１７】
　前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸残基を含み且つ前記ジオール残基が１０～
４０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び６０～９０モル％のエチレン
グリコール残基を含む請求項１２に記載の造形品。
【請求項１８】
　前記ジオール残基が１０～９９モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基、０
～９０モル％のエチレングリコール残基及び１～２５モル％のジエチレングリコール残基
を含む請求項１５に記載の造形品。
【請求項１９】
　前記ジオール残基が５０～９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール及び１０
～５０モル％のエチレングリコールを含む請求項１５に記載の造形品。
【請求項２０】
　前記コポリアミドが、総ジアミン残基含量１００モル％に基づき、１５～１００モル％
のｍ－キシリレンジアミンの残基；並びに、総二酸残基含量１００モル％に基づき、８５
～１５モル％のピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、
ドデカン二酸及び１，４－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれた少なくとも１種のモ
ノマーの残基を含む請求項８に記載の造形品。
【請求項２１】
　前記均質ブレンドがｍ－キシリレンジアミン及びアジピン酸の残基を含む第１ポリアミ
ドを含み、且つ前記第２ポリアミドが、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライ
ン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、カプロラクタム、ブチロラクタム、
１１－アミノウンデカン二酸、イソフタル酸及びヘキサメチレンジアミンから選ばれた少
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なくとも１種の脂肪族又は脂環式モノマーの残基を含む請求項８に記載の造形品。
【請求項２２】
　前記第２ポリアミドがナイロン４；ナイロン６；ナイロン９；ナイロン１１；ナイロン
１２；ナイロン６，６；ナイロン５，１０；ナイロン６，１２；ナイロン６，１１；ナイ
ロン１０，１２及びそれらの組合せから選ばれた少なくとも１種のポリアミドを含む請求
項２１に記載の造形品。
【請求項２３】
　前記層（ｉ）の少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが前記ポリエステルとビスフェノー
ルＡの残基を含むポリカーボネートとの均質ブレンドを更に含む請求項１２に記載の造形
品。
【請求項２４】
　前記第２層（ｉｉ）が、前記造形品の総重量に基づき、１０～５００重量百万分率の、
銅、ニッケル、コバルト、鉄、マンガン及びそれらの組合せから選ばれた少なくとも１種
の金属を含む請求項８～２３のいずれか１項に記載の造形品。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０１６７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０１６７】
【表１２】

　以下に本発明の態様を列挙する。
　態様１．（ｉ）ポリエステル、ポリカーボネート、ポリアリーレート及びそれらの均質
ブレンドから選ばれた少なくとも１種の熱可塑性ポリマーを含む第１成分を、第１成分の
約Ｔｇ＋１００℃～第１成分の約Ｔｇ＋３００℃の温度に加熱し；
（ｉｉ）コポリアミド又は少なくとも２種のポリアミドのアミド交換均質ブレンドを含む
第２成分を、第２成分の約Ｔｇ＋１００℃～第２成分の約Ｔｇ＋３００℃の温度に加熱し
；
（ｉｉｉ）第１成分及び第２成分を別個の層に有する造形品を形成し；
（ｉｖ）スクラップ第１成分及びスクラップ第２成分を回収し；
（ｖ）スクラップ第１成分及びスクラップ第２成分を粉砕して、リグラインドを生成し；
（ｖｉ）場合によっては前記リグラインドを乾燥させ；そして
（ｖｉｉ）前記リグラインドを工程（ｉ）の第１成分、工程（ｉｉ）の第２成分又はそれ
らの組合せと合する
ことを含んでなり、工程（ｉｉ）の第２成分と工程（ｉ）の第１成分の屈折率の差［ＲＩ
（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］が約０．００６～約－０．０００６であり、且つブレ
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ンドが少なくとも７５％のパーセント透過率及び１０％又はそれ以下のヘイズを有する多
層造形品の形成方法。
　態様２．前記リグラインドが工程（ｉ）の第１成分と工程（ｉｉ）の第２成分との混合
物を含む態様１に記載の方法。
　態様３．前記リグラインドを工程（ｉ）の前記第１成分と合する態様２に記載の方法。
　態様４．前記リグラインドが、前記造形品の総重量に基づき、前記造形品の約５～約６
０重量％である態様２に記載の方法。
　態様５．前記リグラインドが前記造形品の約１０～約４０重量％である態様４に記載の
方法。
　態様６．前記リグラインドが前記造形品の約２０～約３０重量％である態様５に記載の
方法。
　態様７．成分（ｉｉ）の前記均質ブレンドを、アミド基転移を引き起こすのに有効な温
度で前記の少なくとも２種のポリアミドを接触させることによって形成する態様１に記載
の方法。
　態様８．前記温度が約２９０～約３４０℃である態様７に記載の方法。
　態様９．前記の形成を、押出、カレンダリング、熱成形、ブロー成形、押出ブロー成形
、射出成形、圧縮成形、キャスト、ドラフト、幅出し又はフリーブロー成形によって行う
態様１に記載の方法。
　態様１０．シート、フィルム、チューブ、ボトル又はプレフォームである態様９に記載
の方法。
　態様１１．前記形成を押出機中で行う態様９に記載の方法。
　態様１２．前記造形品が２～７層を有する態様９に記載の方法。
　態様１３．前記造形品がＡＢＡ、ＡＢＡＢＡ又はＡＢＣＢＡで表される層状構造を有し
、層Ａが前記第１成分（ｉ）を含み、層Ｂが前記第２成分（ｉｉ）を含み且つ層Ｃがスク
ラップ第１成分（ｉ）及びスクラップ第２成分（ｉｉ）の混合物、使用済みリサイクル材
料から得られたポリエステル若しくはポリカーボネート又はそれらの組合せを含むリグラ
インドを含んでなる態様１２に記載の方法。
　態様１４．工程（ｉｉ）の前記第２成分及び工程（ｉ）の前記第１成分の屈折率の差［
ＲＩ（第２成分）－ＲＩ（第１成分）］が約０．００５～約－０．０００６である態様１
に記載の方法。
　態様１５．工程（ｉ）の前記の少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが（ａ）総二酸残基
に基づき、少なくとも８０モル％の、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボ
ン酸及び１，４－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれた少なくとも１種のジカルボン
酸の残基並びに０～約２０モル％の、少なくとも１種の炭素数２～２０の改質用ジカルボ
ン酸の残基を含む二酸残基並びに（ｂ）ジオール残基の総モルに基づき、少なくとも８０
モル％の、エチレングリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグ
リコール、ジエチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール
及び２，２，４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールから選ばれた少なく
とも１種のジオールの残基並びに０～約２０モル％の、少なくとも１種の炭素数３～１６
の改質用ジオールの残基を含むジオール残基を含むポリエステルを含む態様１に記載の方
法。
　態様１６．前記改質用ジカルボン酸が４，４’－ビフェニルジカルボン酸、１，４－ナ
フタレンジカルボン酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸、２，６－ナフタレンジカルボ
ン酸、２，７－ナフタレンジカルボン酸、４，４’－オキシ安息香酸、トランス－４，４
’－スチルベンジカルボン酸、シュウ酸、マロン酸、コハク酸、グルタル酸、アジピン酸
、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸及びセバシン酸から選ばれ；且つ前記改質用ジ
オールが１，２－プロパンジオール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオー
ル、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，４－シクロヘキサンジ
メタノール、ｐ－キシレングリコール、ネオペンチルグリコール、ポリエチレングリコー
ル、ジエチレングリコール、ポリテトラメチレングリコール及び２，２，４，４－テトラ



(6) JP 2008-531353 A5 2009.4.16

メチル－１，３－シクロブタンジオールから選ばれる態様１５に記載の方法。
　態様１７．前記二酸残基がテレフタル酸、イソフタル酸又はそれらの組合せから選ばれ
た１種又はそれ以上のジカルボン酸の残基を含み、且つ前記ジオール残基が１，４－シク
ロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、エチレングリコール及びそれらの組
合せから選ばれた１種又はそれ以上のジオールの残基を含む態様１５に記載の方法。
　態様１８．前記ポリエステルが、総二酸残基に基づき、約０．１～２モル％の、トリメ
リット酸、トリメリット酸無水物及びピロメリット酸二無水物から選ばれた少なくとも１
種の分岐剤の残基を更に含む態様１５に記載の方法。
　態様１９．前記二酸残基が約６０～１００モル％のテレフタル酸残基及び０～約４０モ
ル％のイソフタル酸残基を含み且つ前記ジオール残基が約１００モル％の１，４－シクロ
ヘキサンジメタノール残基を含む態様１５に記載の方法。
　態様２０．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸残基を含む態様１５に記載の方
法。
　態様２１．前記二酸残基が８０～１００モル％のテレフタル酸残基を含み且つ前記ジオ
ール残基が約５０～約９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び約１０
～約５０モル％のネオペンチルグリコール残基を含む態様１５に記載の方法。
　態様２２．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸残基を含み且つ前記ジオール残
基が約１０～約４０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール残基及び６０～約９０
モル％のエチレングリコール残基を含む態様１５に記載の方法。
　態様２３．前記ジオール残基が約１０～約９９モル％の１，４－シクロヘキサンジメタ
ノール残基、０～約９０モル％のエチレングリコール残基及び約１～約２５モル％のジエ
チレングリコール残基を含む態様２１に記載の方法。
　態様２４．前記ジオール残基が約５０～約９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタ
ノール及び約１０～約５０モル％のエチレングリコールを含む態様２１に記載の方法。
　態様２５．前記ポリエステルが、総二酸残基に基づき、約０．１～２モル％の、トリメ
リット酸、トリメリット酸無水物及びピロメリット酸二無水物から選ばれた少なくとも１
種の分岐剤の残基を更に含む態様２４に記載の方法。
　態様２６．工程（ｉｉ）の前記第２成分がｍ－キシリレンジアミン、ｐ－キシリレンジ
アミン又はそれらの組合せの残基；並びにテレフタル酸、イソフタル酸、アジピン酸、ピ
メリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、カ
プロラクタム、ブチロラクタム、１１－アミノ－ウンデカン二酸及び１，６－ヘキサメチ
レンジアミンから選ばれた少なくとも１種のモノマーの残基を含むコポリアミドを含む態
様１に記載の方法。
　態様２７．前記コポリアミドがｍ－キシリレンジアミン、ｐ－キシリレンジアミン又は
それらの組合せの残基；並びにテレフタル酸、イソフタル酸、アジピン酸、ピメリン酸、
スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、カプロラクタ
ム、ブチロラクタム、１１－アミノ－ウンデカン二酸及び１，６－ヘキサメチレンジアミ
ンから選ばれた少なくとも１種のモノマーの残基を含む態様２６に記載の方法。
　態様２８．工程（ｉｉ）の前記第２成分が芳香族残基を含む第１ポリアミド及び脂肪族
残基を含む第２ポリアミドを含む工程（ｉｉ）の成分の均質ブレンドを含む態様１に記載
の方法。
　態様２９．前記均質ブレンドがｍ－キシリレンジアミン及びアジピン酸の残基を含む第
１ポリアミドを含み、且つ前記第２ポリアミドが、アジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸
、アゼライン酸、セバシン酸、ウンデカン二酸、ドデカン二酸、カプロラクタム、ブチロ
ラクタム、１１－アミノウンデカン二酸、イソフタル酸及びヘキサメチレンジアミンから
選ばれた少なくとも１種の脂肪族又は脂環式モノマーの残基を含む態様２８に記載の方法
。
　態様３０．前記第２ポリアミドがナイロン４；ナイロン６；ナイロン９；ナイロン１１
；ナイロン１２；ナイロン６，６；ナイロン５，１０；ナイロン６，１２；ナイロン６，
１１；ナイロン１０，１２及びそれらの組合せから選ばれた少なくとも１種のポリアミド
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を含む態様２８に記載の方法。
　態様３１．前記第２ポリアミドがナイロン６、ナイロン６，６又はそれらのブレンドを
含む態様３０に記載の方法。
　態様３２．前記の少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが（ａ）総二酸残基に基づき、少
なくとも８０モル％の、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸及び１，
４－シクロヘキサンジカルボン酸から選ばれた少なくとも１種のジカルボン酸の残基並び
に０～約２０モル％の、少なくとも１種の炭素数２～２０の改質用ジカルボン酸の残基を
含む二酸残基並びに（ｂ）ジオール残基の総モルに基づき、少なくとも８０モル％の、エ
チレングリコール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、ジ
エチレングリコール、１，３－プロパンジオール、１，４－ブタンジオール及び２，２，
４，４－テトラメチル－１，３－シクロブタンジオールから選ばれた少なくとも１種のジ
オールの残基並びに０～約２０モル％の、少なくとも１種の炭素数３～１６の改質用ジオ
ールの残基を含むジオール残基を含むポリエステルを含む態様３１に記載の方法。
　態様３３．前記二酸残基がテレフタル酸、イソフタル酸又はそれらの組合せから選ばれ
た１種又はそれ以上のジカルボン酸の残基を含み、且つ前記ジオール残基が１，４－シク
ロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、エチレングリコール及びそれらの組
合せから選ばれた１種又はそれ以上のジオールの残基を含む態様３２に記載の方法。
　態様３４．前記二酸残基が約６０～１００モル％のテレフタル酸残基及び０～約４０モ
ル％のイソフタル酸残基を含み且つ前記ジオール残基が約１００モル％の１，４－シクロ
ヘキサンジメタノール残基を含む態様３２に記載の方法。
　態様３５．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸を含む態様３２に記載の方法。
　態様３６．前記二酸残基が８０～１００モル％のテレフタル酸を含み且つ前記ジオール
残基が約５０～約９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール及び約１０～約５０
モル％のネオペンチルグリコールを含む態様３２に記載の方法。
　態様３７．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸を含み且つ前記ジオール残基が
約１０～約４０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール及び６０～約９０モル％の
エチレングリコールを含む態様３２に記載の方法。
　態様３８．前記ジオール残基が約１０～約９９モル％の１，４－シクロヘキサンジメタ
ノール、０～約９０モル％のエチレングリコール及び約１～約２５モル％のジエチレング
リコールを含む態様３２に記載の方法。
　態様３９．前記ジオール残基が約５０～約９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタ
ノール及び約１０～約５０モル％のエチレングリコールを含む態様３２に記載の方法。
　態様４０．前記ポリエステルが、総二酸残基に基づき、約０．１～２モル％の、トリメ
リット酸、トリメリット酸無水物及びピロメリット酸二無水物から選ばれた少なくとも１
種の分岐剤の残基を更に含む態様３９に記載の方法。
　態様４１．前記の少なくとも１種の熱可塑性ポリマーが前記ポリエステルとビスフェノ
ールＡの残基を含むポリカーボネートとの均質ブレンドを更に含む態様３２に記載の方法
。
　態様４２．前記ポリエステル及び前記ポリカーボネートが分岐している態様４１に記載
の方法。
　態様４３．前記ポリエステルが、総二酸残基に基づき、約０．１～２モル％の、トリメ
リット酸、トリメリット酸無水物及びピロメリット酸二無水物から選ばれた少なくとも１
種の分岐剤の残基を更に含む態様４１に記載の方法。
　態様４４．前記二酸残基がテレフタル酸、イソフタル酸又はそれらの組合せから選ばれ
た１種又はそれ以上のジカルボン酸の残基を含み、且つ前記ジオール残基が１，４－シク
ロヘキサンジメタノール、ネオペンチルグリコール、エチレングリコール及びそれらの組
合せから選ばれた１種又はそれ以上のジオールの残基を含む態様４１に記載の方法。
　態様４５．前記二酸残基が約６０～１００モル％のテレフタル酸残基及び０～約４０モ
ル％のイソフタル酸残基を含み且つ前記ジオール残基が約１００モル％の１，４－シクロ
ヘキサンジメタノール残基を含む態様４１に記載の方法。
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　態様４６．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸を含む態様４１に記載の方法。
　態様４７．前記二酸残基が８０～１００モル％のテレフタル酸を含み且つ前記ジオール
残基が約５０～約９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール及び約１０～約５０
モル％のネオペンチルグリコールを含む態様４１に記載の方法。
　態様４８．前記二酸残基が１００モル％のテレフタル酸を含み且つ前記ジオール残基が
約１０～約４０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタノール及び６０～約９０モル％の
エチレングリコールを含む態様４１に記載の方法。
　態様４９．前記ジオール残基が約１０～約９９モル％の１，４－シクロヘキサンジメタ
ノール、０～約９０モル％のエチレングリコール及び約１～約２５モル％のジエチレング
リコールを含む態様４１に記載の方法。
　態様５０．前記ジオール残基が約５０～約９０モル％の１，４－シクロヘキサンジメタ
ノール及び約１０～約５０モル％のエチレングリコールを含む態様４１に記載の方法。
　態様５１．前記第２成分が元素周期表の第３族～第１２族、第４列～第６列から選ばれ
た少なくとも１種の金属を更に含む態様２９に記載の方法。
　態様５２．前記金属が銅、ニッケル、コバルト、鉄、マンガン及びそれらの組合せから
選ばれる態様５１に記載の方法。
　態様５３．前記造形品の総重量に基づき、約１０～約５００重量百万分率の前記金属を
含む態様５２に記載の方法。
　態様５４．前記金属がコバルトである態様５３に記載の方法。
　態様５５．前記均質ブレンドが２０ミリモル／Ｋｇ又はそれ以下の末端アミン基を含む
態様５３に記載の方法。
　態様５６．工程（ｉｉｉ）が、前記層の総重量に基づき、約５０～約１００重量％の前
記リグラインドを含む少なくとも１層の追加層を形成することを更に含む態様１に記載の
方法。
　態様５７．前記の少なくとも１層の追加層が、前記造形品の総重量に基づき、約１０～
約５００重量百万分率の、銅、ニッケル、コバルト、鉄、マンガン及びそれらの組合せか
ら選ばれた少なくとも１種の金属を含む態様５６に記載の方法。
　態様５８．前記金属がコバルトである態様５７に記載の方法。
　態様５９．態様１、４、１３、１５、２６、３２、４１、５４又は５７のいずれか１項
に記載の方法によって製造された多層造形品。
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